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■はじめに■ 

2019 年から 2020 年の年末年始にかけ

て中国・武漢市を中心に感染拡大が確認

された新型コロナウィルス（COVID-19）は
[1]、その後世界的な蔓延へと拡大した。

2021 年に入り有効なワクチンの開発・接

種が始まってはいるものの未だに往来の

自由は制限されている状況にあり、新型

コロナウィルスの脅威と向き合った 2 年

目の生活が始まっている。感染拡大（パン

デミック）に伴い世界各地で人と人との

接触を極力減らす感染対策を施した取り

組みが行われており、日本でも飛沫感染

の防止を目的とした飲食店等におけるア

クリル板の設置や建物の出入口への非接

触式の検温と消毒、フェイスシールドや

マスクを着用した状態での接客／応対が

今では当たり前の日常風景となっている

【図 1】。仕事面では、Zoom や Webex、

Microsoft Teams、Remo などのオンライン

ツールを場面ごとに活かした会議や学会

発表・イベント（ネット配信も含む）も増

加している。緊急事態宣言をきっかけに

テレワーク・時差出勤も推奨されるよう

になり、これまではあまり話題に上らな

 
 
図 1：本学学生課の混雑予防のために設置
された呼び出し札システムと透明カーテン
（上）、本学図書館入口の検温・消毒システ
ム（下） 



 
民族植物学ノオト 第 14 号：40-51，2021 

 

41 
 

かった“自宅でのインターネット環境の

差”が作業効率の違いに直結する日常へ

と変化してきている。 

この 1 年余の社会変遷を振り返ると、

徐々に新型コロナウィルス感染のリスク

管理にメリハリを持たせた生活スタイル

が確立されてきてはいるが[2]、ほんの 1年

前の社会構造とは比較にならない程、日

常生活でのデジタルトランスフォーメー

ション（DX）の歩みが進んでいる。コロナ

禍によって余儀なくされた急激なDXへの

歩みの中でどのような変化があり何が課

題となってきているのか、（地方での）大

学院生活におけるこの 1 年の身近な生活

の記録と今後のデジタル化社会への期待

（特に農山村 DXの広がりへの期待）を記

しておきたい。 

 

■（地方での）大学院生活での変化■ 

大学教員の立場からまず直面したのが、

2020 年春期からの非対面式授業への急ピ

ッチな移行準備だった。本学では 2006 年

春期より主に情報科学系の各講義科目を

「講義アーカイブ配信システム（講義を

同時収録し開講後にシステム上で公開す

ることで、構成員が講義後でも好きな時

に参照できるシステム）」に公開し、学生

の学習過程をサポートする仕組みが始ま

っていた[3]。しかし、他学系による利用は

ほとんど展開されておらず、私自身も配

信や聴講も含めて使用したことはなかっ

た。その後、2018 年度からは講義アーカ

イブ機能が Web 上で授業資料や課題のや

り 取 り が 可 能 な LMS: Learning 

Management System 学習管理システムへ

統合され利便性が更に向上したようだが、

私自身は JAIST-LMS システムの存在自体

を認識しておらず利用して来なかった[4]。 

2020 年の 4 月に入り、1 週間の授業歴

の後ろ倒しを経てもコロナ禍の見通せな

い状況が続いたことから本学では春期の

開講科目に関して「非対面式の授業形態」

を取る大学判断となり、①録画配信（事前

に教員が講義室据え付けのカメラで無人

での授業を収録し、学生は LMS システム

上でストリーミング配信される映像を見

 

 
図 2：JAIST-LMS システム（上）、LMS
上に公開された授業（中）と授業録画時の
無人の講義室の様子（下） 
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ながら履修する）【図 2】、ないしは②Webex

を用いた同時配信（ライブ授業）のどちら

かを担当教員が講義形態に応じて選択し、

受講生へ通知／対処することとなった。 

教員の立場からは、ワークショップや

対面式の小テストが実施できなくなった

ことに伴う授業・評価計画（シラバス）の

見直し・再構成に苦心したが、LMS 上での

小課題やレポート課題の提出プロセスを

使ってみると物理的に集めるよりも収

集・整理・解析（コピー＆ペースト・盗用

チェックなど）・保存が容易であり、利便

性が感じられた。一方で、本人認証の難し

さ（代筆など）や本人の学習過程を把握し

づらいこと、時差がある学生（ライブ配信

の授業や対面式試験に参加できないため

課題提出期日にはある程度の時間的ゆと

りをもたせる必要がある）の対応、電子配

布資料の再配布抑制策などは、オンライ

ン授業システムを運用する上での新しい

課題となった。その後、春期の期末試験は

対面式の筆記試験が認められたが、その

場合においても国内在住者でも緊急事態

宣言地域から出られない学生（社会人学

生は会社の指示により越県できないなど

の事情があった）への公平的な試験の実

施についての配慮も必要となった[5]。 

 学生からは、i) 1.5 倍速で視聴ができ

る、ii) いつでもどこでも自分のペース

で講義を聴講（学習・復習）できる、iii) 

履修登録をしていないor重複するような

授業科目でも学習ができるなど、学習効

率向上に繋がったといったメリットも聞

かれた。一方で、特に 2020 年度新入生で

は誰がどの授業を受けていて誰が新入生

同士なのかをお互いに知る機会が少なく

横のつながりの友だちができにくいとい

った課題や、オンラインスタイルの講義

へ参加するペースが掴めずに（ないしは

下宿先のアパートでのオンライン環境が

まちまちであったことから情報ネットワ

ークへのアクセスに支障があり）孤立し

てしまった学生が少なからず発生し、対

処が必要でもあった。 

このオンライン授業の対応は、現在に

至るまでの 1 年間維持されることになり

（一部の実習・授業が人数制限・大教室利

用・マスク着用を条件に対面により実施

されてはいるが）、来年度（2021 年度）の

開講講義では、ハイフレックスを基本と

した講義形式（ex. 教員は対面授業とラ

イブ配信を同時に行い、受講生が聴講ス

タイルを選択する。更にアーカイブ収録

により、後日システム上で録画を視聴し

振り返りも可能となる形式）が想定され

ている。多くの先生方と事務・技術系スタ

ッフの方々の努力によって、今では本学

の大学説明会や入試での面接試問、学系

会議や教員懇談会（いわゆる教授会）、FD

会議（教員研修会）も非対面（オンライン）

での形式が確保できており、システム環

境の整備と支援体制の強化は現在も進め

られている。 

地方・都市部から離れた立地にあり、比

較的小規模な組織である本学でも慌ただ

しく非対面形式での講義資料の準備や成

績評価のための指針作りに放浪された 1

年だったため、キャンパスの封鎖なども

行われた大都市圏・より大規模な（学部を

有する）大学では、さらに厳しい状況下で

の大学生活や授業の実施に関するより安

全な制度設計のために多くの方々が奔走

されたものと想像される。 

 



 
民族植物学ノオト 第 14 号：40-51，2021 

 

43 
 

■学会発表・研究室活動での変化■ 

 2020 年 3 月末～6 月に開催される国内

学会の多くは中止となったが[6]、その後、

徐々にリモートツールを用いた学会開催

形式の整備が進められ、秋頃開催の国内

学会ではオンラインのみないしは現地・

リモートのハイブリッド開催といった形

式も実践されるようになっていった[7]。

当初は非対面では難しいと思われていた

懇親会についても、Remo やブレイクルー

ム機能を使うことでバーチャルに複数人

数が雑談・交流できるような仕組みが取

り入れられるようになってきている。各

国による渡航制限が続く中で、国際学会

についても同様に春先の中止（や延期）か

らリモート開催の流れが急速に拡大した。

会告の段階からリモートのみの国際会議

が始まった時にはとても驚いたが、今で

は自然に受け入れられており私自身のオ

ンライン学会への順応も進んでいること

を実感している。 

 研究室活動もグループ分けを行って実

験室に滞在する人数を制限したスケジュ

ール管理を行ったり、学生居室の座席を

可能な限り離した配置に模様替えをした

り、研究室ミーティングを Webex で行っ

たり【図 3】、研究室の事情・規模に応じ

て様々な密を回避するための対策が講じ

られた。（本学が地方の都市部から離れた

立地に位置することもあってか）現在で

は日常に近い研究活動を継続することが

できているが、研究室での飲み会や年末

年始・卒業シーズンに行われる大人数で

の飲食を伴う会合等は禁止されているた

め、学生の交流機会の確保は課題の一つ

となっている。交流のツールとして、オン

ライン飲み会や野外での距離を取った散

歩（散策）など趣向を凝らした交流イベン

トを実施した研究室もある。 

各研究プロジェクトの小ミーティング

や大きな領域会合も軒並みzoomへと移行

し、所属機関から外へ移動することもほ

とんどなくなった。以前は多い時には週

に 2-3 回も出張をすることがあったが、

それに伴う移動の苦労（体力消耗）や旅費

（経費支出）は大幅に低減された。大学全

体では、海外からの招聘研究者や訪問研

究員も来学できずにおり、人的往来を介

した研究交流の再開は未だに難しさがあ

る。 

現在汎用されている Zoom や Webex は

Skype や Line 電話とは異なり資料共有が

容易であるため、日常生活の中でより手

軽に「じゃぁ、今から zoom で資料共有し

ますから議論しましょう！」というよう

に共同研究者（や業者の方）と資料共有を

踏まえた討論が気兼ねなく出来るように

なった。これまでは対面での議論や商談

が重んじられる傾向にありオンラインツ

ールでの面談を申し込みにくかった（な

いしは発想していなかった）が、図らずも

コロナ禍によって急速に展開されたDXの

社会的なニーズの高まりが状況や利便性

に応じた会議の多様なスタイルの社会実

装を切り拓いたように思う。コロナ禍で

 
 
図 3：オンライン研究室ゼミの様子（実
際にはカラー動画） 
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の DX の実践は、人々のデジタル化社会に

対する壁（苦手意識）を実践経験により低

減し、利活用の普及に伴う収益構造の構

築と更なる技術の改善への投資に繋がる

好循環を生み出している。 

オンラインツールの活用拡大の中で、

直接人と人とがその場に集う事で自然と

生まれるコミュニケｰションや、その場に

一堂に会することで生まれる発想や世界

観の広がりといった機会の喪失も生じて

いる。オンライン会議では、主題に焦点が

当てられやすく余談や雑談などの時間を

作りにくい傾向にあり、そのためだけに

電話するようなことでもない話題をふと

出来る“対面の良さ”を顧みる機会ともな

っている（無駄や余白時間、立ち話の再

考）。また、どの学会発表も日常空間から

の参加（主に大学のネットワークから）で

あるため、どの内容をどこの学会発表で

議論したのかが記憶に残りづらいように

感じている。学生に「学会の雰囲気を体感

する事（発表の場での議論だけでなく訪

れた地域についても知ることを含めて）

も参加する意義のひとつである」という

のが教員の常套句であるが、日常生活圏

の中から気軽に参加できるオンライン発

表ではなかなか学会討論の“場の雰囲気”

を感じることが難しく（味気なさがある）、

せっかくの学生の経験／機会が喪失され

ていることは残念である。このようなコ

ロナ禍での DX 体験により再認識された

“デジタル化できない仕事や機会への意

識や欲求”は、対面・往来制限が緩和され

てからの生活にどのような社会的な変化

をもたらすのだろうか。アフターコロナ

でのこれからの社会的変遷も興味深い。 

 

■テクノロジーが拓く農山村資源を基盤

とした新しいネットワーク形成への期

待■ 

 就農人口の減少や高齢化を見据え“新

しいシステムを導入した農業従事者の

負担低減策（システム化）”も各地で始ま

っている。「農山村 DX」という言葉も使

われるようになり、水耕栽培や LED 栽培

といった新しい技術と IT 管理を活かし

た新規事業者の参入など、『新しい時代

の就農支援の形を創造すること』が一つ

のテーマとなりつつもある。付加価値

（ex. 農薬や化学肥料を使わない）や顔

が見えること（安心）を担保とした比較

的小さな生産者によるオンラインツー

ルを活かした販路開拓やファンの創出

（オンラインで農家が教える野菜のお

いしい食べ方教室など）によるネットワ

ーク形成も広がりを見せている[8]。 

地域支援型農業（ CSA: Community 

Supported Agriculture）と呼ばれる、（主

に同じ地域に住む）特定の農家と消費者

が手を取り合い事前に農家に賃金を支払

い、収穫後に農家から利用者へ新鮮な野

菜が定期的に届けられる前払い制度や[9]、

半農半 X として農業以外の兼業所得を地

域で確保できる仕組み作りも考案されて

いる。手軽に CSA に参加できるサイト「ラ

グリ」や小規模生産者と消費者を直接つ

なげる「食べチョク」のような直販 EC サ

イト（Electronic Commerce）も開設され、

従来の農協経由や限られた地域（地元）で

の流通ネットワーク網でしか流通／消費

されてこなかった多品種・小ロットの食

材や花などが、多様な価値観・思考を持っ

た“地域外の消費者”へと直接交流／供給

しやすい仕組みも浸透してきている。「ラ
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イブコマース」と呼ばれるライブ配信を

組み合わせたECサイトも注目され始めて

いる。これらの小さくもデジタルツール

を活かした多角的なネットワークを介し

た新しい生産・流通システムは、オンライ

ンの手軽さとコロナ禍での“巣ごもり需

要”の拡大も後押しとなり認知度が高く

なってきている。従来の『比較的大規模な

農家による規格野菜を生産・流通するシ

ステム』とは異なる流通および流通を支

える仕組みは新たな食のセーフティーネ

ット（食料の安全保障）としてどのような

社会的位置づけを築いて行くのか、今後

の社会での変遷を注目したい。 

 日本の農地面積の約 4 割を占める中山

間地域における安定的な就農・農地利用

を支える新たな仕組み作りは、日本の持

続可能な食農ネットワークを維持する上

でも緊急の課題である。しかし、農業・雇

用・医療・教育分野を中心に「岩盤規制」

と表されるような緩和や撤廃が難しい規

制が多いとされており、制度や仕組みを

変革するためのスピード感が出しにくい

状況が続いている。兵庫県養父市（やぶし）

では、「人口減少と高齢化の進行／農業の

担い手不足と耕作放棄地の増加」を解決

課題に挙げ、企業の農業参入／農地取得

の活用を促す規制改革モデル事業に国家

戦略特区制度を用いて取り組んでいる

（H26 年 5 月 1 日に国家戦略特別区域指

定：中山間農業改革特区）。企業の農地取

得／利用について農地法などの関連法規

の壁があることから[10]、そこを打ち破る

ことで農地の流動化を図り企業の長期的

視点に立った“地域農業を基軸とした経

営”を促す制度設計が事業構想の柱の一

つとなっている。しかし、一部報道を含め

既得権益構造と新しいシステムによるイ

ノベーションの狭間での情報戦も展開さ

れている部分もあり[11-13]、中山間地域で

の新しい就農支援・地域交流のモデル実

証と全国（さらには世界）へ展開できるシ

ステム構築への歩みの難しさを物語って

いる。 

社会が変化して行く中で、新しい技術

や枠組みを農山村のシステムへ取り入れ

る流れを築くためには、どのように人々

の意識を変革し必要な技術の精錬・社会

実装を達成して行けるだろうか。農山村

DX の展開では、各地域の事情に対応した

テーラーメイド（オーダーメード）性と採

算性を担保できる汎用性とのバランス、

デジタルにあまり慣れていない年配者も

参加出来るシステムの構築が重要である
[14]。農山村に新しい仕組みを取り入れる

上では、新しい価値観を持った若者との

交流機会による賑わいの創出の仕組みも

活力や外からの視点を地域に吹き込む要

である。そのように捉えると、地域に隣接

する高等教育機関（ex. 大学）での技術開

発や学生の教育機会を介した人的交流が

一つの柱となるのではないだろうか[15-19]。 

以前（記憶では 2014 年前後）、白山ろ

くの調査の時に、「サルに取り付けた発信

機の信号を地域の地形上に自動で追跡・

プロットできるシステムを安く導入でき

ないだろうか？（開発してほしい）」と相

談を受けたことがある。汎用的な方法と

しては、サルを捕獲して電波発信器を取

り付けてその信号を追跡しながら地図上

に行動範囲を三角測量により求めてプロ

ットする方法（テレメンタトリー調査【図

4】）がとられているが、サルの生息域の拡

大・頭数の増加に伴い大きな負担となっ
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ていた。「GPS 機能を用いれば追跡もでき

るがプロットまでを自動化したい（ex. 

周辺を車で走ってサルの信号を集めるだ

けで、どこにサルが分布しているのかを

地図上に示すことができるという利用イ

メージ）」というのがニーズであった。現

在は、個人のマラソンブームもあってラ

ンニングしたコースを自動で地図上に履

歴として残すアプリも普及しており、大

衆（個人）のランニング用には実用化され

てはいるがサル用はどうだろうか？ 

このような場合、民間企業だけでは商

業規模が小さくシステム構築のコスト・

労力に見合った事業戦略を描きにくいた

め、大学が山村のニーズに合う形で技術

連携し小規模な地域での技術実証を経て

社会実装を試みるアプローチが現実的で

はないだろうか。大学が研究・技術展開の

懸け橋となることで社会的な認知とニー

ズを更に掘り起こし、投資の拡大 ＞ 技

術の改善・利便性の向上 ＞ 社会実装の

加速 ＞ 収益性の向上 ＞ 技術の改善と

いった好循環を生み出すきっかけ作りを

担うことができれば、その後の民間企業

（や大学ベンチャー）への技術移転・大学

の収益源／地域貢献実績の確保にも繋が

る。先端研究・人材教育の役割だけでなく

全国各地にある利点を生かし大学に隣接

した地域への技術移転／実装へ向けた

“知恵と技能の融合を指南する役”を担

うことは、地域 DX への新たな歩みの促進

にも繋がるになるのではないだろうか。 

最近、音声 SNS アプリ Clubhouse が話

題となっている。著名人同士の会話や井

戸端会議を聴講できることが特徴のよう

である（利用経験がないので詳細は分か

らないが）。もし農山村における日常の会

話をライブで聞く機会が増えれば、特に

都市部に住む人々にとっては今までと違

った世界観の面白味に触れるきっかけに

なるのではないだろうか（実際に地元の

方たちの同意を得ながら Clunhouse 配信

するまでの壁は高いとは思うが、農業法

人などでは作業中の会話・やり取りを配

信することは可能性かもしれない）。山村

調査では飲み会や田畑での作業中の会話、

立ち話から農山村文化の礎や世界観を読

み取る機会が多いことから、遠隔での生

の声を聞き取る機会が増えることは研究

者にとってはなかなか直接訪問して聞き

取りできない地域間の違いについての広

域調査・鳥瞰的理解にも繋がる。 

 「はたらく細胞」（作者：清水茜）は、

ごく身近な作用でもあまり意識してこな

かった私たちの体の中での働き（機能）に

ついて細胞を擬人化・アニメ化すること

でより分かり易く表現し、子どもから大

人まで幅広い世代に対して体の仕組みへ

の興味を深めるきっかけとなっている。

様々なスピンオフ作品も制作され目的や

世代に応じた作品・書籍が展開されてい

 
 
図 4：テレメントリー調査の様子（白山山
立会：有本氏ご提供） 
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る。日常的に馴染みがない農山村におけ

る生活風景に“より身近に触れることが

できるデジタルを活かした仕組み”を組

み込むことができれば、新たなネットワ

ーク形成の創出や往来人口の増加が期待

できるのではないだろうか。 

これまでの農山村における伝統知に触

れる機会としては、主にその地域にある

博物館や民俗資料館を訪れ、物品展示（農

具や写真、古民家など）や映像資料を鑑賞

する事、時にはイベントとして実演・実践

（講習会など）に参加することが中心で

ある[20]。そのため、「映像アーカイブスの

更なる充実による資料保存」が農山村 DX

では進められる傾向にある。しかしこの

場合には資料映像へ主体的にアクセスす

る人は限られてしまい（その地を訪れて

関心が高い人）、これまでのように関心を

持ってアンテナを張って（ないしはたま

たま会告を目にして）体験型イベントに

参加している／農山村を訪問している層

を超えた枠組み形成には繋がりにくい。

つまり、“非日常へ足を運ぶこと”から学

びや気づき・興味関心の幅を広げるプロ

セスを基盤としているため、門戸が必然

的に限られている状況にある。より新た

なファンを増やし交流人口の増加による

賑わい作り[21-22]を図る上では、その人に

とっての“ごく日常からアクセス可能”な

デジタル資源（教材・ツール）が求められ

ているのではないだろうか。 

例えば、全国各地の民族資料館などで

毎年開催されているイベント【図 5】につ

いて、活動報告・記録としての写真が公開

（ないしは非公開で保存）されている。し

かし、動画を用いた記録やネット配信は

あまり行われていない。肖像権の対応や

新たな人的ソースの確保は必要ではある

が、イベント活動を報告書として収蔵す

るだけでなく活きた資料としてデジタル

配信（ライブないしはオンラインアーカ

イブ）できれば、様々な人がオンライン上

で日常生活の中でアクセスする機会が増

え、参加していなかった／知らなかった

人々に対しても新しい刺激を与えるきっ

かけや新たなファン・ニーズの開拓（その

土地への訪問、イベント参加への動機）に

繋がるのではないか[23]。実際に伝統工芸

の技（匠の技、職人の技）を知る機会とし

て YouTube 上に作業動画がアップされ、

一定数のファンの獲得に繋がってもいる。 

人口減少化時代の到来を迎え農山漁村

の過疎高齢化も今まで以上に社会的な大

きな課題となってきているが、一時期と

比べて世論の注目は集まっていないよう

 
 
図 5：石川県立白山ろく民族資料館で行わ
れている焼畑イベント（上）と栃の実割イ
ベント（下）の様子 
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に感じられる。IoT や DX の流れを取り入

れ、バーチャル空間でのネットワーク形

成や興味・関心を引き出す仕組みを作る

ことで、テクノロジーと新旧の文化／価

値観が融合したシステムに支えられた次

世代型の農山村の持続性の担保や伝統文

化の未来への継承に繋がるネットワーク

が広がることを期待したい。 

 

■おわりに■ 

 2013 年 9 月にオックスフォード大学か

ら発表された「雇用の未来」に関する論文
[24]では、自動化・機械化の技術の進歩に

より将来 90%以上の確率で無くなる仕事

が紹介され話題となった。最近の世論の

中には「AI によって、仕事がなくなる

か？？！！」といった議論も耳にするよ

うにもなっている[25]。歴史的な変遷を振

り返ってみても、科学技術の進歩に伴う

社会実装と改良が進められる過程で必要

とされる技術や人々の役割（職業）は大き

く変化してきている。例えば、18 世紀半

ばから19世紀に起こった産業革命以降の

蒸気機関・動力を用いた産業の発展とハ

ーバーボッシュ法による人工的な窒素固

定化技術の確立は、いわゆる Society 1.0

（狩猟社会）／Society 2.0（農耕社会）

から Society 3.0（工業社会）への社会基

盤の移行を可能とし、人々の働き方や暮

らしぶりも大きく様変わりした。またそ

の変化の中で過度な開発や乱獲による自

然破壊や公害といった新たな社会問題も

生まれたが、解決に向けたテクノロジー

の発想や今日の持続可能な開発目標／

SDGs への社会認識の変化を生むきっかけ

ともなり、より成熟した社会形成への歩

みに向かっている。 

ディズニーの長編映画第 1 作目である

「白雪姫」（1937）から始まった長編カラ

ーアニメーションは、「リトル・マーメイ

ド」（1989）を最後にセル画の手法からコ

ンピューター加工を経た制作へと切り替

えられ、ピクサーによる世界初のコンピ

ューターアニメーションである「トイ・ス

トーリー」（1995）を皮切りに、話題作の

「リメンバー・ミー」（2017）や新作の「ア

ナと雪の女王２」（2019）の彩り豊かで繊

細な表現を可能とする技法の精錬へと繋

がってきた。Society 4.0（情報社会）に

おける技術鍛錬の積み重ねはアニメーシ

ョンにおいては表現技法の多様性と精錬

された技術をもたらし、人々の情操を養

う機会の豊かさを支えている。インター

ネット技術を利用することでその利便性

や虚弱性に触れる機会がなければ、「シュ

ガー・ラッシュ：オンライン」（2018）の

ようなインターネット空間を巧みに具現

化したストーリー構成も生まれてくるこ

とはなかった。AI 技術の成熟とともに

Society 5.0（仮想空間と現実空間の高度

融合社会）への歩みが進められる中で、

「ターミネーター」（1984～）や「マトリ

ックス」（1999～）などが描写したデジタ

ル依存社会への警鐘や未来の見えない脅

威に思いを巡らす機会を持ちながら（感

性を磨きながら）、新しい技術や表現技法

を使い（時には失敗や苦い経験を重ね）社

会としてそのテクノロジーを活かせる仕

組みと付き合い方を磨いていくことが、

昔ながらのシステムや技法の発展にも繋

がるはずである。 

 短文投稿サイト Twitter は時折の話題

やトレンドを追跡しやすい SNS ツールで

あるが、最近では老舗企業の宣伝窓口ツ
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ールとしても重宝されている。企業の公

式 twitter を担当する“中の人”の手腕に

よって企業の認知度や売り上げが大きく

変わることもあり、twitter で“バズる”

ことが良くも悪くも一定数の世論を左右

する[26]。妖怪の老舗といえば水木しげる

の「ゲゲゲの鬼太郎」が私の世代では馴染

み深く、もう少し年配の方には「柳田邦夫

の民俗誌」を思い描く人もいるだろう。一

方で、現代の子ども達には「妖怪ウォッチ」

の方が浸透している。妖怪ウォッチは、古

典的な日本の妖怪（古典妖怪）だけでなく

ダジャレとの掛け合わせや言葉遊びから

連想される妖怪が作り出されており、「こ

の世で起きる不可解な出来事は、すべて

妖怪のしわざ」をコンセプトに無限に妖

怪創作が可能な仕掛けが施されている

（呪縛霊のジバニャンにはその類似キャ

ラとして、トゲニャン、ワルニャン、ブシ

ニャン、ロボニャン、ロボニャン F型、ゴ

ルニャン、レオニャルド・ディカプニャン

etc、多様なキャラクター設定が展開され

ている）。従来の風習やシステムと新しい

技術やアイデアを掛け合わせることで、

時代のニーズに合った新しい形（この場

合は、老舗の販売網や妖怪の形）を見出す

ことが、伝統的な文化技法（老舗の味）や

古典的な文化（妖怪）への興味の門戸を広

げその継承を支えることにも繋がってい

る[27]。 

タブレット端末の普及やe-bookが始ま

った当時には、人間の眼球の進化が技術

の進歩に追いつけないとの懸念も聞かれ

たが[28]、今では日常の大半をスマートフ

ォン・タブレット端末の画面を見ながら

移動する／家での時間を過ごす人が多い

のではないだろうか。身近な日常からネ

ット上の動画を視聴し非日常の情報に共

感する「身近な生活でのデジタル空間・ネ

ットワーク」を活かし、現実生活での人々

の次の行動へどのように繋げるのか、工

夫次第で大きな可能性を秘めた時代であ

る。あるビールのブルワーリーでは、デジ

タル工場見学ができる仕組みもHP上で公

開されており[29]、コロナ禍で訪問客が減

少する中で新たなファン形成の一助とな

っている。Z世代（Generation Z）が働き

世代となり、日本ではデジタル庁の発足

（2021 年 9 月）も予定されている。ブル

ースリーの「考えるな！感じろ。（Don’t 

think! Feel.）」（燃えよドラゴン）ではな

いが、「まずやってみる！そして考えよ

う！（What to do first, and then think 

about）」の姿勢が次世代を担うシステム

を成功へ導く合言葉になることを期待し

たい。 

（2021 年 3 月） 
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